
歳出比較分析表(平成20年度普通会計決算) 沖縄県 嘉手納町

経常収支比率の分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとにチャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）

　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より外側にあるほど、歳出抑制等により財政構造に弾力性があることを示している。

　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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●人件費：類似団体平均と比較すると０．９ポイント、全国市町村平均を２．７ポイント、沖縄県市町村平均を５．２ポイント下回っている。主
な要因は団塊世代の退職に伴う、新旧世代入れ替わりによる人件費の減である。今後も集中改革プランに基づき人件費の抑制及び各種
職員手当等の見直し等に努める。

●物件費：類以団体平均と比較すると６．２ポイント、全国市町村平均を５．５ポイント、沖縄県市町村平均を５．７ポイントと高くなってい
る。これらは、各種業務のアウトソーシング化と人件費の抑制に伴う賃金職員の採用が要因と思われる。このことは、物件費が上昇してい
るのに対し、人件費が若干ながら低下傾向にある推移に現れている。今後は、集中改革プランに基づき事務事業の改善を図り経費節減
に努めたい。

●扶助費：類以団体平均と比較すると１．５ポイント、全国市町村平均を６．２ポイント、沖縄県市町村平均を７．７ポイント下回っているが、
年々上昇傾向にある。今後は各種手当の適正化や見直しを行い上昇傾向の抑制を図る。

●補助費等：類以団体平均と比較すると１．５ポイント低くなっているが、全国市町村平均２．８ポイント、沖縄県市町村平均を６．２ポイント
上回っている。今後は、各補助額が適正な金額かを精査するための明確な基準を設けて、不適当な補助金は見直しや廃止を行っていく。

●公債費：類似団体平均と比較すると８．９ポイント、全国市町村平均を１１．５ポイント、沖縄県市町村平均を９ポイント下回っている。しか
し、今後は市街地再開発事業や嘉手納中学校体育館に係る多額な元利償還が開始され公債費比率の上昇が予想される為、後年度負担
の大きい起債については引き続きその抑制に努める。

●普通建設事業費：人口一人当たり決算額が類似団体平均を大幅に上回っているが、これは町の市街地を活性化するために行った市
街地再開発事業（６２９，１８７千円）及び労務管理機構沖縄支部誘致事業（２５７，３７６千円）を実施したためである。本年度で事業が完了
し、来年度以降の普通建設事業費は減少する見込みである。

●その他：主な経費は、国保事業や下水道事業など特別会計への繰出金である。類似団体平均を４．７ポイント、全国市町村平均３．９ポ
イント沖縄県市町村平均を３．２ポイント下回っている。傾向としては横ばい状況にあるが、引き続き国保事業においては国民健康保険税
の適正化、下水道事業の独立採算の原則にあった料金等の見直しにより健全化を図り、普通会計の負担額を減らしていくよう努める。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 1,379,896 99,898 82,436 21.2
賃金（物件費） 198,259 14,353 6,151 133.3
一部事務組合負担金（補助費等） 316,730 22,930 11,907 92.6
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） - - 587 -
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - - -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） - - 3,840 -
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 86,206 6,241 1,902 228.1
▲退職金 ▲ 183,109 ▲ 13,256 ▲ 8,732 51.8
合計 1,797,982 130,166 98,091 32.7

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 11.15 9.41 1.74
ラスパイレス指数 96.3 93.9 2.4

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。）

433,388 31,375 48,815 ▲ 35.7

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）等

- - 4 -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 33,910 2,455 12,525 ▲ 80.4
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

112,348 8,133 6,657 22.2

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

- - 1,586 -

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

- - 22 -

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 326,075 ▲ 23,606 ▲ 39,252 ▲ 39.9

合計 253,571 18,357 30,357 ▲ 39.5
平成21年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体については、「-」としている（以下の項目について同じ。）。
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※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

5,109,956 371,525 16.2 69,542 ▲ 19.1 35.3

うち単独分 639,030 46,461 ▲ 26.8 39,366 ▲ 18.6 ▲ 8.2

3,755,237 273,387 ▲ 26.4 73,854 6.2 ▲ 32.6

うち単独分 742,344 54,044 16.3 41,302 4.9 11.4

5,385,605 392,337 43.5 66,287 ▲ 10.2 53.7

うち単独分 541,094 39,418 ▲ 27.1 36,581 ▲ 11.4 ▲ 15.7

4,801,140 348,616 ▲ 11.1 60,088 ▲ 9.4 ▲ 1.7

うち単独分 531,943 38,625 ▲ 2.0 30,773 ▲ 15.9 13.9

1,741,563 126,081 ▲ 63.8 52,940 ▲ 11.9 ▲ 51.9

うち単独分 989,394 71,628 85.4 28,496 ▲ 7.4 92.8

過去５年間平均 4,158,700 302,389 ▲ 8.3 64,542 ▲ 8.9 0.6

うち単独分 688,761 50,035 9.2 35,304 ▲ 9.7 18.9
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